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経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとに
　　チャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）
　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より内側にあるほど、歳出抑制等により財政
　　構造に弾力性があることを示している。
　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類
　　した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
人件費：人件費に係るものは、平成１９年度において２７．４％と類似団体内平均を上回っている。これはごみ収集業務や保育所などの運
営を直営で行っているために、職員数が類似団体平均と比較して多いことが主な要因であり、行政サービスの提供方法の差異によるも
のと言える。ただし、平成１９年度より保育所（一ヵ所）に指定管理者制度を導入しており、平成２１年度は、保育所（一ヵ所）を完全民営化
を進めているところであり、平成２１年度以降はコスト削減の効果が現れてくる見込みである。
物件費：物件費に係る経常収支比率が２年連続平均を下回っている。施設管理経費の削減や事業を廃止・縮小し、経常経費の見直しを
図ったことによるものである。平成２１年度からは保育所（一ヵ所）の完全民営化を実施する予定であり、今後も、事務事業の見直しを更に
進めるとともに、すべての事務事業の優先度を厳しく点検し、優先度の低い事務事業については、計画的に廃止･縮小を進め物件費の削
減に努める。
扶助費：扶助費に係る経常収支比率が類似団体内平均を下回っているが、決算額が上昇した要因としては、障害福祉費の額が膨らんで
いることなどが挙げられる。資格審査等の適正化により財政を圧迫する上昇傾向に歯止めをかけるよう努める。
補助費等：補助費等に係る経常収支比率が類似団体内平均を下回っているのは、一部事務組合の事業が終了したことによる負担金の
減や単独補助金等の削減及び廃止を行ったことによるものである。今後も補助金を交付するのが適当な事業かを精査し、不適当な補助
金は見直しや廃止を行う。
公債費：公債費に係る経常収支比率は類似団体内最大値となっている。さらに一部事務組合の起こした地方債の元利償還金に係るもの
など公債費に類似の経費を合わせると、人口１人当たりの決算額は類似団体内平均を大幅に上回っており、公債費の負担は非常に重た
いものになっている。公債費のピークは平成２０年度となると見込まれ、それまでは、非常に厳しい財政運営となることが予想される。「集
中改革プラン」等により普通建設事業費を抑制してきたが、今後も、緊急度・住民ニーズを的確に把握した事業の選択により、新規発行を
伴う普通建設事業の抑制に努める。
その他：その他に係る経常収支比率が類似団体内平均を下回っている。制度改正に係る国民健康保険特別会計への繰出金が増えたも
のの、下水度事業特別会計への事業に係る繰出金が減ったことにより繰出金の額が減少したことによるものである。今後も下水道事業
については、経費を節減するとともに、独立採算の原則に立ち返った料金の値上げによる健全化、国民健康保険特別会計においても国
民健康保険料の適正化を図ることなどにより、普通会計への負担額を減らしていくよう努める。
普通建設事業費：普通建設事業に係る経常収支比率は類似団体内平均を下回っている。この要因としては、「集中改革プラン」等により
普通建設事業費を抑制したことによるものである。今後も税収の大幅な増加が見込めない状況であり、緊急度・住民ニーズを的確に把握
した事業の選択により、引き続き普通建設事業費の抑制に努める。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 1,519,082 61,576 61,566 0.0
賃金（物件費） 80,579 3,266 4,205 ▲ 22.3
一部事務組合負担金（補助費等） 242,025 9,810 7,620 28.7
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 143 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - 0 -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 56,551 2,292 2,851 ▲ 19.6
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） - - 1,227 -
▲退職金 ▲ 108,101 ▲ 4,382 ▲ 5,824 ▲ 24.8
合計 1,790,136 72,563 71,789 1.1

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 8.76 7.02 1.74
ラスパイレス指数 80.8 95.6 ▲ 14.8
ラスパイレス指数及び職員数に係る項目については、平成19年地方公務員給与実態調査に基づくものである（以降の項目について同じ。）。
なお、平成19年度中に市町村合併を行った団体については、当該項目を「-」としている。

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。）

1,882,715 76,316 32,851 132.3

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等

- - 9 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 121,692 4,933 10,088 ▲ 51.1
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

76,187 3,088 3,876 ▲ 20.3

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

- - 1,484 -

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

12,647 513 16 3,106.3

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 941,621 ▲ 38,169 ▲ 27,148 40.6

合計 1,151,620 46,681 21,175 120.5
平成20年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体で実質公債費比率を算定していない団体については、「-」としている（以降の項目について同じ。）。
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※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

2,403,271 95,010 ▲ 3.0 64,853 ▲ 1.7 ▲ 1.3

うち単独分 1,347,992 53,291 15.0 37,599 ▲ 4.8 19.8

620,204 24,470 ▲ 74.2 49,917 ▲ 23.0 ▲ 51.2

うち単独分 483,495 19,076 ▲ 64.2 30,509 ▲ 18.9 ▲ 45.3

457,757 18,237 ▲ 25.5 42,971 ▲ 13.9 ▲ 11.6

うち単独分 436,674 17,397 ▲ 8.8 27,006 ▲ 11.5 2.7

132,407 5,312 ▲ 70.9 41,759 ▲ 2.8 ▲ 68.1

うち単独分 127,409 5,112 ▲ 70.6 25,833 ▲ 4.3 ▲ 66.3

108,269 4,389 ▲ 17.4 36,358 ▲ 12.9 ▲ 4.5

うち単独分 103,161 4,182 ▲ 18.2 21,039 ▲ 18.6 0.4

過去５年間平均 744,382 29,484 ▲ 38.2 47,172 ▲ 10.9 ▲ 27.3

うち単独分 499,746 19,812 ▲ 29.4 28,397 ▲ 11.6 ▲ 17.8
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